
議案第２１号 

 

令和８年度 印南町農業集落排水事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和８年度印南町農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗化戸数                 ３４０戸 

 

 （収益的収入及び支出）       

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中、

公営企業会計制度支援業務等の財源に充てるため、企業債２，４００千円を借り入

れる。 

   

収 入 

 第１款 下水道事業収益          ７１，９０７千円 

  第１項 営業収益            １９，００３千円 

  第２項 営業外収益           ５２，９０２千円 

  第３項 特別利益                 ２千円 

 

   支 出 

 第２款 事業費              ７５，９９６千円 

  第１項 営業費用            ６５，２５０千円 

  第２項 営業外費用           １０，６９５千円 

  第３項 特別損失                ５１千円 

  

 



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額１３，２３８千円は、引継ぎ現金等及び消費税及び地

方消費税資本的収支調整額１３，２３８千円で補てんするものとする。)    

 

    収 入 

 第３款 資本的収入            ７７，９０７千円 

  第１項 企業債             ４２，０００千円 

第２項 他会計補助金          １５，３８８千円 

  第３項 補助金             ２０，５１８千円 

  第４項 固定資産売却代金             １千円 

 

   支 出 

 第４款 資本的支出            ９１，１４５千円 

  第１項 建設改良費           ４１，０３６千円 

  第２項 固定資産購入費          ３，０００千円 

  第３項 企業債償還金          ４７，１０９千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。                           （単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利  率 償還の方法 

辺地対策事業債 １０，２００ 証書借入 

年５．０％以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金につい

て、利率見直しを

行った後において

は、当該見直し後

の利率） 

政府資金について

は、その融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。ただ

し、企業財政その

他の都合により繰

上償還又は低利に

借換えすることが

できる。 



下水道事業債 

（機能強化工事） 
１０，３００ 〃 〃 〃 

下水道事業債 

（資本費平準化） 
１８，５００ 〃 〃 〃 

下水道事業債 

（固定資産購入） 
３，０００ 〃 〃 〃 

下水道事業債 

（公営企業適用

支援事業） 

２，４００ 〃 〃 〃 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

（１）営業費用と営業外費用との間 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

（１）職員給与費               ５０千円 

 

 



（他会計からの補助金） 

第９条 農業集落排水事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける額は、５

２，００４千円である。 

 

 

 

令和８年３月１０日提出 

印南町長 日裏 勝己 

                           



 

令和８年度  印南町農業集落排水事業会計予算附属明細書  

 

 

 

１．令 和 ８ 年 度  印 南 町 農 業 集落 排 水 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画  

２ ． 令 和 ８年 度  印 南 町 農 業 集 落 排 水 事 業 予 定 キ ャ ッ シュ ・ フ ロ － 計 算 書  

３ ． 給 与 費明 細 書  

４ ． 令 和 ８年 度  印 南 町 農 業 集 落 排 水 事 業 予 定 貸 借 対 照表  

５ ． 令 和 ７年 度  印 南 町 農 業 集 落 排 水 事 業 予 定 貸 借 対 照表  

６ ． 令 和 ７年 度  印 南 町 農 業 集 落 排 水 事 業 予 定 損 益 計 算書  

７ ． 工 事 請負 費 明 細 書  

 



　　収益的収入及び支出

収　入
　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

1.下水道事業収益 71,907

1.営業収益 19,003

1.下水道使用料 19,003

農業集落排水施設使用料 19,003

2.営業外収益 52,902

1.受取利息及び配当金 1

預 金 利 息 1

2.他会計補助金 36,616

他 会 計 補 助 金 36,616

3.長期前受金戻入 16,284

10,705

631

818

4,130

4.雑収益 1

そ の 他 雑 収 益 1

3.特別利益 2

1.その他特別収益 1

そ の 他 特 別 収 益 1

2.過年度損益修正益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1

市町村費

一般会計補助金

１．令和８年度　印南町農業集落排水事業会計予算実施計画

備　　考

長 期 前 受 金 戻 入 16,284
工事負担金

県補助金

国庫補助金



支出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額

2.事業費 75,996

1.営業費用 65,250

1.処理場費 32,167

手 当 等 50 超過勤務手当 50

光 熱 水 費 8,400

120

70

4,702

4,755

3,183

1,481

341

6,237

170

548

賃 借 料 110 110

修 繕 費 2,000 2,000

2.総係費 3,395

36

25

駐車場代 5

備 消 耗 品 費 100

燃 料 費 200

1,320

1,144

100

2

賃 借 料 241 公用車リース料 241

20

20

10

保 険 料 15 15

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 157

5.減価償却費 29,688

有形固定資産減価償却費 29,688

2.営業外費用 10,695

5,145

企 業 債 利 息 5,045

一 時 借 入 金 利 息 100

2.雑支出 4,050

そ の 他 雑 支 出 4,050

1,500

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1,500

3.特別損失 　 51

1.固定資産売却損 1

有 形 固 定 資 産 売 却 損 1

2.過年度損益修正損 50

過 年 度 損 益 修 正 損 50

手 数 料 102
残高証明書発行手数料

2,464
公営企業会計制度支援業務　

会計システム保守料

口座振替手数料

委 託 料

手 数 料

緊急通報ケーブル共架料

旅 費 66

普通旅費

通行料

修繕費

遠隔監視システム利用料

負 担 金 地域資源循環技術センター会費

土地改良連合会費負担金

通 信 運 搬 費 190
郵送料

電気保安管理手数料

汚泥貯留槽清掃費

浄化槽水質検査料
7,296

電話料

委 託 料 14,121

個別排水処理浄化槽管理委託料

共栄地区管理委託料

古井地区管理委託料

山口地区管理委託料

50

1.支払利息及び企業
債取扱諸費

3.消費税及び地方消
費税

備　　考

公用車損害保険料

下水道協会和歌山県支部負担金

消耗品費

公用車燃料費

建物・構築物・機械・装置等

過年度下水道使用料還付金

企業債償還利息



収　入

　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

3.資本的収入 77,907

1.企業債 42,000

1.建設改良等企業債 10,200

10,300

18,500

3,000

2.他会計補助金 15,388

1.他会計補助金 15,388

他 会 計 補 助 金 15,388 15,388

3.補助金 20,518

1.国庫補助金 20,518

国 庫 補 助 金 20,518 20,518

4.固定資産売却代金 1

1.固定資産売却代金 1

有形固定資産売却
代 金

1

支　出

　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

4.資本的支出 91,145

1.建設改良費 41,036

1.処理場建設改良費 41,036

工 事 請 負 費 41,036 41,036

2.固定資産購入費 3,000

1.有形固定資産購入費 3,000

その他有形固定資
産 購 入 費

3,000

3.企業債償還金 47,109

1.建設改良等企業債償還金 47,109

建設改良等企業債
償 還 金

47,109 企業債償還元金

宮ノ前・古屋地区農業
集落排水処理施設機能
強化工事請負費

　資本的収入及び支出

備　　考

下水道事業債（機能強化）

辺地対策事業債（機能強化）

建設改良等企業債 42,000
下水道事業債（資本費平準化）

下水道事業債（固定資産購入）

備　　考

一般会計補助金

農山漁村地域整備交付金



（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △1,900,700

減価償却費 29,688,000

固定資産除却費 0
有形固定資産売却損益（△は益） 1,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） 339

長期前受金戻入額 △16,284,000

受取利息及び配当金 △1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 5,145,000

未収金の増減額（△は増加） △518,800

未払金の増減額（△は減少） 1,044,000

17,173,839

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △5,145,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 12,029,839

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △40,034,000

有形固定資産の売却による収入 1,000
無形固定資産の取得による支出 0

国庫等補助金による収入 13,322,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 15,388,000

負担金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,323,000

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 44,400,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △47,109,000

他会計からの出資による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,709,000

資金に係る換算差額

資金増減額 △2,002,161

資金期首残高 112,205,836

資金期末残高 110,203,675

(令和８年４月１日から 令和９年３月３１日まで)

小　　　　　計

２．令和８年度　印南町農業集落排水事業予定キャッシュ・フロー計算書



特別職 一般職 給　料 職員手当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 50 50 0 50

0 0 0 50 50 0 50

0 0 0 0 0 0 0

(単位：千円)

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当
時間外

勤務手当
住居手当 管理職手当

管理職
特別手当

計

本年度 0 0 0 50 0 0 0 50

前年度 0 0 0 50 0 0 0 50

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0

増減額

　(千円）

0

0

0

0

その他の増減分 0

 (３)　給料及び職員手当の状況

前年度

比　較

0.0

令和7年 2 月 1 日現在

区     分

50,000

0

0.0

50,000

平均給料月額 　（円）

大　　学　　卒

高　　校　　卒

(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

  イ. 初任給

  ア. 職員一人当たり給与

区 　　　     　　　分 

平 均 年 齢　　（歳）

制度改正に伴う増減分

令和8年 2 月 1 日現在

232,000

200,300

一般職 （円）

国の制度

232,000

200,300

事務・技術職 （円）

企   業   職

平 均 年 齢　　（歳）

平均給与月額 　（円）

平均給料月額 　（円）

事務・技術職（企業職）

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

区　分
増減事由別内訳

説　　明
　　　（千円）

職　員　数

本年度

区　　分

給　　料 0

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

0

平均給与月額 　（円）

３．給与費明細書

(１) 総　括

備　　考

昇給に伴う増加分

職員手当 0

職員手当
の 内 訳



  ウ. 級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

7級 7級

6級 6級

5級 5級

4級 4級

3級 3級

2級 2級

1級 1級

計 計

区　　　分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

企　業　職 主事 主査 係長・主任 課長補佐 副課長・主幹 課長 参事

  エ. 昇給

企　業　職 企　業　職

３号給（人） ３号給（人）

４号給（人） ４号給（人）

５号給（人） ５号給（人）

６号給（人） ６号給（人）

  オ. 期末手当、勤勉手当

支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

2.325 2.325 4.65

2.300 2.300 4.60

2.250 2.250 4.50

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者　 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

 支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

な　　し

な　　し

通　勤　手　当 同　

扶　養　手　当 同　

住　居　手　当 同　

   区    分

区　　分 国の制度との異同

その他の加
算措置等

備　　考

  キ. 地域手当　　　　　　　　　な　　　　し

  ク. 特殊勤務手当　　

  ケ. その他の手当

国 の 制 度

本年度 前年度

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

本 年 度

 比　較                 (B)／(A)（％）  比　較               　(B)／(A)（％）

区　　分
支給期別支給率

備　　　考

前 年 度

号級数別内訳

区　　　　　　分

 職  員  数　　 　　　 　 　(A)（人）  職  員  数　　 　　　 　 　(A)（人）

 昇給に係る職員数　　　　 　(B)（人）  昇給に係る職員数　　　　 　(B)（人）

号級数別内訳

  カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

企　　　　業　　　　職 企　　　　業　　　　職

令和8年
2月1日現在

令和7年
2月1日現在

区　　　分

(級別の基準となる職務)

区　　　分

区　　　　　　分



（単位：円）

１

(1)

イ 44,904,754

ロ 81,340,279

△ 7,508,394 73,831,885

ハ 594,191,955

△ 59,090,200 535,101,755

ニ 218,945,720

△ 43,020,529 175,925,191

ホ

0

へ 0

829,763,585

829,763,585

２

(1) 110,203,675

(2) 24,984,300

△ 1,863,090 23,121,210

133,324,885

963,088,470

４．令和８年度　印南町農業集落排水事業予定貸借対照表

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

工具、器具及び備品減価償却
累 計 額

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

(令和９年３月３１日まで)

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



３

(1)

ロ 0 386,157,416

386,157,416

４

(1)

ロ 0 48,424,647

(2) 8,763,000

57,187,647

５

544,649,368

△ 60,462,240

484,187,128

927,532,191

６ 24,911,543

７

(1)

イ 22,452,377

22,452,377

(2)

イ 11,807,641

△ 11,807,641

10,644,736

35,556,279

963,088,470

386,157,416

そ の 他 の 企 業 債

負  債  の  部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

建設改良等費等の財源にあてる
た め の 企 業 債

イ

建設改良等費等の財源にあてる
た め の 企 業 債

48,424,647

そ の 他 の 企 業 債

未 払 金

イ

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資  本  の  部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計



（単位：円）

１

(1)

イ 44,904,754

ロ 81,340,279

△ 5,202,394 76,137,885

ハ 594,191,955

△ 40,707,200 553,484,755

ニ 147,513,720

△ 34,021,529 113,492,191

ホ

0

ヘ 31,400,000

819,419,585

819,419,585

２

(1) 112,205,836

(2) 17,269,500

△ 1,862,751 15,406,749

127,612,585

947,032,170

５．令和７年度　印南町農業集落排水事業予定貸借対照表

土 地

(令和８年３月３１日まで)

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

工 具 、 器 具 及 び 備 品

工具、器具及び備品減価償却
累 計 額

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機械及び装置減価償却累計額

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



３

(1)

ロ 0 390,182,063

390,182,063

４

(1)

ロ 0 47,109,000

(2) 7,719,000

54,828,000

５

508,743,368

△ 44,178,240

464,565,128

909,575,191

６ 24,911,543

７

(1)

イ 22,452,377

22,452,377

(2)

イ 9,906,941

△ 9,906,941

12,545,436

37,456,979

947,032,170

390,182,063

そ の 他 の 企 業 債

負  債  の  部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

建設改良等費等の財源にあてるた
め の 企 業 債

イ

負 債 合 計

未 払 金

建設改良等費等の財源にあてるた
め の 企 業 債

47,109,000

そ の 他 の 企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

イ

資  本  の  部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計



（単位：円）
１ 営業収益

(1) 17,860,000 17,860,000

２ 営業費用

(1) 26,531,000

(2) 2,755,000

(3) 37,533,000 66,819,000

営　業　損　失 48,959,000

３ 営業外収益

(1) 0

(2) 31,689,000

(3) 20,680,000

(4) 318,500 52,687,500

４ 営業外費用

(1) 4,600,000

(2) 3,859,000 8,459,000 44,228,500

経　常　損　失 4,730,500

５ 特別利益

(1) 0

(2) 0 0

６ 特別損失

(1) 0

(2) 0

(3) 0 0 0

当 年 度 純 損 失 4,730,500

前年度繰越欠損金 5,176,441

0

当年度未処理欠損金 9,906,941

６．令和７年度　印南町農業集落排水事業予定損益計算書

処理場費

総係費

減価償却費

(令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで)

下水道使用料

固定資産売却損

過年度損益修正損

その他未処分利益剰余金変動額

受取利息及び配当金

その他特別利益

その他特別損失

雑支出

過年度損益修正益

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

支払利息及び企業債取扱諸費



７．工事請負費明細書

　（単位 ： 千円）

1
宮ノ前・古屋地区農業集落排水
処理施設機能強化工事

宮ノ前
・古屋

電気・
機器設備

41,036

41,036

　(１)　電気・機器設備工事

工　事　費工　事　名　等 位　置 工　種

脱臭装置・動力制御盤・給水タ
ンク水位計等　一式

合　　計

内　容



注 記 

Ⅰ．重要な会計方針 

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・該当事項なし 

 

２ 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物     50 年 

構築物    40 年 

機械及び装置 10～20 年 

工具、器具及び備品 ５年～15 年 

（２）無形固定資産 

      ・該当事項なし 

 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

・該当事項なし 

（２）賞与引当金 

・該当事項なし 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債 

権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額 

を計上している。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ･フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

     該当事項なし 

 



Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

     該当事項なし 

２  企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起 

算して 1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す 

ると見込まれる額は 196,469,015 円である。 

３ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

     該当事項なし 

４ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

      該当事項なし 

  （２）法定福利費引当金の取崩し 

        該当事項なし 

（３）貸倒引当金の取崩し 

令和８年度において、不能欠損による損失に充てるため貸倒引当

金 156,661 円を取り崩す。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借 

取に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

Ⅴ．重要な後発事象 

   該当事項なし 

 

Ⅵ．その他の注記 

該当事項なし 

 


